
平成23年3月期 決算短信〔日本基準〕（連結） 
平成23年4月26日

（百万円未満切捨て）

上場会社名 日本車輌製造株式会社 上場取引所 東 名 
コード番号 7102 URL http://www.n-sharyo.co.jp
代表者 （役職名） 代表取締役社長 （氏名） 中川 彰
問合せ先責任者 （役職名） 取締役総務部長 （氏名） 新美 憲一 TEL 052-882-3316
定時株主総会開催予定日 平成23年6月29日 配当支払開始予定日 平成23年6月30日
有価証券報告書提出予定日 平成23年6月29日
決算補足説明資料作成の有無 ： 無
決算説明会開催の有無 ： 無

1.  平成23年3月期の連結業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 94,842 △3.8 7,864 3.3 7,858 5.1 3,703 △2.2
22年3月期 98,593 14.5 7,615 115.3 7,478 135.6 3,787 136.5

（注）包括利益 23年3月期 2,791百万円 （△38.8％） 22年3月期 4,558百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年3月期 25.63 ― 7.6 7.1 8.3
22年3月期 26.21 ― 8.3 6.3 7.7

（参考） 持分法投資損益 23年3月期  17百万円 22年3月期  21百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 110,036 49,666 45.1 343.29
22年3月期 111,123 47,613 42.8 329.00

（参考） 自己資本   23年3月期  49,585百万円 22年3月期  47,534百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

23年3月期 21,447 △2,778 △8,990 11,419
22年3月期 3,444 △3,793 △11,571 1,745

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年3月期 ― 2.50 ― 2.50 5.00 722 19.0 1.6
23年3月期 ― 2.50 ― 2.50 5.00 722 19.5 1.5
24年3月期(予想) ― 2.50 ― 2.50 5.00 27.8

3.  平成24年3月期の連結業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 39,000 △17.3 2,000 △49.0 2,000 △48.6 1,200 △45.9 8.31
通期 84,000 △11.4 4,500 △42.8 4,500 △42.7 2,600 △29.8 18.00



4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

詳細は、添付資料Ｐ.19「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 有
② ①以外の変更  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期 146,750,129 株 22年3月期 146,750,129 株
② 期末自己株式数 23年3月期 2,306,756 株 22年3月期 2,268,568 株
③ 期中平均株式数 23年3月期 144,460,170 株 22年3月期 144,486,066 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成23年3月期の個別業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 92,772 △3.7 7,710 0.5 7,756 2.5 3,689 △8.5
22年3月期 96,295 16.2 7,672 112.7 7,569 128.9 4,031 84.0

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

23年3月期 25.54 ―
22年3月期 27.90 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 104,938 49,473 47.1 342.50
22年3月期 106,552 47,436 44.5 328.31

（参考） 自己資本 23年3月期  49,473百万円 22年3月期  47,436百万円

2.  平成24年3月期の個別業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続きの対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく連結財務諸表の監査手
続きは終了しておりません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際
の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。詳細は、決算短信【添付資料】Ｐ.２「経営成績に関する分析」をご覧ください。 

売上高 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純利

益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 38,000 △17.4 2,100 △45.7 1,300 △40.9 9.00
通期 81,000 △12.7 4,600 △40.7 2,700 △26.8 18.69
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(1) 経営成績に関する分析 

①当期の概況  

当期のわが国経済は、内外における各種対策の効果などから持ち直してきているものの、設備投資の低迷や雇用情

勢の悪化などが続き、厳しい状況のまま推移したことに加え、３月に発生した東日本大震災の影響により、先行き不

透明な状況となりました。 

 このような厳しい経営環境のもと、当社グループの売上は、Ｎ７００系新幹線電車を中心とした鉄道車両の更新需

要などにより、前期比３.８％減少にとどまり、９４８億４２百万円となりました。利益面につきましては、生産効

率の向上などに努めた結果、経常利益は５.１％増加の７８億５８百万円となり、過去最高となりましたが、退職給

付制度の変更に伴う特別損失７億２７百万円を計上したことなどから、当期純利益は２.２％減少の３７億３百万円

となりました。 

  

②事業別の概況  

鉄道車両事業  

ＪＲ向け車両は、ＪＲ東海向けＮ７００系新幹線電車の納入が順調に続いたほか、ＪＲ東日本向けＥ２系新幹線電

車、ＪＲ西日本向け九州新幹線直通用Ｎ７００系新幹線電車、ＪＲ東海向け３１３系電車およびキハ２５系気動車な

どにより、売上高は４２０億１百万円となり、過去最高となりました。公営・民営鉄道向け車両では、京成電鉄向け

新型スカイライナーＡＥ形および３０５０形電車、名古屋市交通局向けＮ１０００形および６０５０形電車、名古屋

鉄道向け４０００系電車、新京成電鉄向けＮ８００形電車や松浦鉄道向けＭＲ－６００形気動車などがあり、その売

上高は７５億９２百万円となりました。なお、輸出では、当期は輸出案件が端境期となったため、売上高は３億５７

百万円となりました。この結果、鉄道車両の売上高は４９９億５１百万円となり、前期に比べ１１.５％減少となり

ました。 

  

輸送用機器・鉄構事業  

輸送用機器におきましては、ＬＰＧタンクローリやＬＮＧタンクトレーラなどの需要が一部回復したほか、貨車、

大型陸上車両や航空コンテナの売上がありましたが、設備投資抑制の影響により貯槽などが低調に推移したため、売

上高は７９億２４百万円となり、前期に比べ１２.９％減少となりました。 

鉄構におきましては、大型案件の名古屋高速きらく橋工区、港明工区および尾頭橋工区、中部地方整備局向け寺野

高架橋、美川高架橋および岡部高田跨道橋の工事が完了したほか、架設工事として大山崎跨線橋、新大阪駅構内工区

高架橋などが完了しました。また、新幹線コンクリート脚用制震ダンパーブレースの売上もあり、売上高は１４８億

６百万円となり、前期に比べ４７.３％増加しました。 

以上の結果、輸送用機器・鉄構事業の売上高は２２７億３０百万円となり、前期に比べ１８.７％増加となりまし

た。 

  

建設機械事業  

建設機械におきましては、国内向けは景気低迷のなか、基礎施工の大径化・大深度化、排ガス規制への対応などの

需要により全回転チュービング装置が堅調に推移し、小型杭打機では需要回復の兆しが見られましたが、公共工事の

減少基調などにより需要の本格回復には至らずに推移したため、建設機械の売上高は１１５億５５百万円となり、前

期に比べ９.３％減少しました。 

発電機につきましては、大手レンタル業者の設備投資の抑制が緩和され国内需要に回復の動きが見られるなか、東

日本大震災による緊急需要に対応した結果、発電機の売上高は２４億５９百万円となり、前期に比べ４２.４％増加

しました。 

以上の結果、建設機械事業全体の売上高は１４０億１４百万円となり、前期に比べ３.１％減少しました。 

  

その他  

主な売上としては、ＪＲ東海向けリニア用保守用車、リニア用機械設備、車両検修設備、各地のＪＡ向け営農プラ

ントの改修工事および家庭紙メーカー向け製紙関連設備などの売上がありました。そのほかレーザ加工機、ゴルフ場

収入、鉄道グッズ販売などがありました。 

以上の結果、その他の売上高は８１億４５百万円となり、前期に比べ４.８％減少となりました。  

  

当期における輸出高は、鉄道車両事業３億５７百万円、建設機械事業２３億４３百万円など合計２７億１百万円

で、売上高に占める比率は２.８％となりました。 

また、当期末の受注残高は１,３１７億９３百万円で、その内訳は、ＪＲ各社向け車両ではＮ７００系新幹線電車

など４２２億１８百万円、公営・民営鉄道向け車両１８７億７百万円、輸出車両５００億１０百万円など鉄道車両事

１．経営成績
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業で１,１０９億３６百万円、輸送用機器６７億４５百万円、鉄構８３億９１百万円など輸送用機器・鉄構事業で

１５１億３７百万円、建設機械事業で１８億４６百万円、その他で３８億７２百万円となっております。 

  

（注）当連結会計年度からセグメント情報の区分を変更したため、前年同期比較に当たっては前連結会計年度分を変

更後の区分に組み替えて行っております。 

  

③次期の見通し 

日本経済は、東日本大震災のもたらした直接的な人的・物的被害と、これに伴うサプライチェーンの混乱、深刻な

電力問題などにより先行き予断を許さない状況にあり、経済全体に広範かつ長期的な影響が及ぶものと見込まれま

す。当社グループにおきましては、東日本大震災による人的被害および生産設備の被害は無く、現在のところ操業に

重大な影響は出ておりませんが、今後、一部の部品や原材料の調達難による工程の遅れや、顧客の設備投資計画の見

直しによる案件の納入時期延期やキャンセル等が発生する懸念があります。従って、当社グループにとりましても事

業分野により市場の状況に違いはありますが、厳しい経営環境が続くものと思われます。 

  

鉄道車両事業においては、輸出では北米や台湾における大型案件の受注がありましたが、これらの売上計上は平成

２５年３月期以降であり、国内においても、ＪＲ東海向けＮ７００系新幹線電車は足元堅調ながら、更新需要の一巡

により鉄道車両全体として売上は減少する見込みであります。コスト管理および生産性向上に努めることで利益率の

改善を図るとともに、引き続き北米とアジアをメインターゲットとした海外市場での新規受注獲得に注力してまいり

ます。また、非連結子会社 NIPPON SHARYO U.S.A.,Inc. は、平成２４年の立上げを目指して米国イリノイ州で鉄道

車両組立工場の建設を進めており、業績への影響増加が見込まれるため、平成２４年３月期より連結の範囲に含める

予定です。 

輸送用機器・鉄構事業においては、輸送用機器では一部に更新需要持ち直しの気配はあるものの、設備投資が全般

的に抑制基調にあることから受注環境は依然として厳しく、市場ニーズを捉えた製品提案による更新需要喚起と生産

工程の見直し等によるコスト低減に注力してまいります。鉄構では、引続き鋼橋発注量の抑制が見込まれますが、技

術提案力の強化により新設橋梁の受注確保とコスト低減に努めるとともに、既存橋梁の補修・補強工事や鋼構造物等

の周辺事業の展開を進めてまいります。 

建設機械事業においても、国内では、小型杭打機は比較的堅調に推移しておりますが大型杭打機等は低調であるこ

とから、アジアを中心とした海外の旺盛な需要を見据えた積極的な営業展開と、市場変動に応じた生産の最適化・効

率化による収益確保に努めてまいります。 

その他では、エンジニアリング部門においても、設備投資が依然として低調で厳しい状況が継続するものと予想さ

れますが、次期はＪＲ東海向け山梨リニア実験線延伸関連設備などによる売上増が見込まれております。今後とも技

術力の強化と新商品の開発に注力し、提案型営業を推進して受注の確保に努めてまいります。 

  

このような状況から、現時点での次期業績見通しとしては、連結売上高８４０億円、連結経常利益４５億円、連結

当期純利益２６億円をそれぞれ予想しております。なお、当該震災に起因する当社グループへの影響につきまして

は、継続的に情報収集、分析、評価等を行い、当社として震災復興に貢献ができるものにつきましては全力を挙げて

取り組むとともに、当社グループ見通しに重大な影響が見込まれる場合には速やかに開示いたします。 

  

(2) 財政状態に関する分析 

①資産、負債、及び純資産の状況 

（Ａ）資産 

流動資産は前連結会計年度末比２.７％減少し６１６億９７百万円となりました。これは主として、橋梁工事に

おいて大型案件が完工したことなどで仕掛品が減少したことによるものであります。固定資産は前連結会計年度末

比１.３％増加し４８３億３８百万円となりました。これは主として、確定拠出年金制度の導入のため前払年金費

用が発生したことによるものであります。 

この結果、総資産は前連結会計年度末比１.０％減少し１,１００億３６百万円となりました。 

（Ｂ）負債 

流動負債は前連結会計年度末比１０.３％減少し３７０億６９百万円となりました。これは主として、一年内償

還予定の社債を償還したことによるものであります。固定負債は前連結会計年度末比５.０％増加し２３３億円と

なりました。これは主として、確定拠出年金制度を導入するため過去分の拠出金を長期未払金に計上したことによ

るものであります。 

この結果、負債合計は前連結会計年度末比４.９％減少し６０３億６９百万円となりました。 

（Ｃ）純資産 

純資産合計額は前連結会計年度末比４.３％増加し４９６億６６百万円となりました。これは主として、当期純

利益による利益剰余金の増加によるものであります。 
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②キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は前連結会計年度末に比べ９６億７４百

万円増加し、１１４億１９百万円となりました。当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの

要因は次のとおりであります。 

（Ａ）営業活動によるキャッシュ・フロー 

２１４億４７百万円の資金の獲得（前年度は３４億４４百万円の資金の獲得）となりました。これは、主に当連

結会計年度において橋梁工事での大型案件が完成したことなどによりたな卸資産が減少したことや、鉄道車両にお

ける海外向けなどの売上債権の減少によるものであります。 

（Ｂ）投資活動によるキャッシュ・フロー 

２７億７８百万円の資金の使用（前年度は３７億９３百万円の資金の使用）となりました。これは、主に当連結

会計年度において鉄道車両の生産能力向上などを目的に有形固定資産を取得したことによるものであります。 

（Ｃ）財務活動によるキャッシュ・フロー 

８９億９０百万円の資金の使用（前年度は１１５億７１百万円の資金の使用）となりました。これは、主に当連

結会計年度において一年内償還予定の社債を償還したことによるものであります。 

  

③キャッシュ・フロー関連指標の推移 

   

  自己資本比率           ：自己資本／総資産  

 時価ベースの自己資本比率     ：株式時価総額／総資産  

 キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー  

 インタレスト・カバレッジ・レシオ ：営業キャッシュ・フロー／利払い  

（注）1．各指標はいずれも連結ベースの財務数値により計算しております。  

   2．株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。  

   3．キャッシュ・フローは営業キャッシュ・フローを使用しております。  

   4．有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象とし  

ております。 

   

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

将来にわたり安定的な株主利益を確保するため、積極的な事業展開を推進し、長期的に安定配当を維持していくこ

とを基本方針としております。 

内部留保につきましては、研究開発、生産設備および新規分野などに投資していく所存であります。これは、将来

の利益に貢献し、株主各位への安定的な配当に寄与していくものと考えております。 

この方針に従い、業績および内部留保等を勘案した結果、当期の１株あたり年間配当金は５円を予定しており、次

期につきましても同じく１株あたり年間配当金５円を予定しております。 

   

  平成19年3月期 平成20年3月期 平成21年3月期 平成22年3月期 平成23年3月期 

自己資本比率 39.4％ 35.3％ 34.3％ 42.8％ 45.1％ 

時価ベースの 

自己資本比率 
32.6％ 25.5％ 40.2％ 72.7％  49.8％ 

キャッシュ・フロー

対有利子負債比率 
6.3 443.5 3.7 5.4  0.5 

インタレスト・カバ

レッジ・レシオ 
10.9 0.1 17.1 9.2  75.8 
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当社グループは、当社、親会社（東海旅客鉄道株式会社）、子会社６社および関連会社５社で構成しており、鉄道

車両、輸送用機器・鉄構、建設機械、その他の製造・施工・販売および付帯するサービスなどの事業活動を行ってお

ります。 

各事業における主な事業内容と当社および主要関係会社の位置付けは、概ね次のとおりであります。 

①鉄道車両事業 

電車、気動車、客車、リニアモーターカーなどを当社が製造・販売し、連結子会社㈱日車エンジニアリングが部品

の製造・販売および役務提供を行い、非連結子会社NIPPON SHARYO U.S.A., Inc.が製造・販売に関する役務を提供し

ております。 

②輸送用機器・鉄構事業 

貨車、機関車、タンクローリ、タンクトレーラ、貯槽、大型陸上車両、コンテナ、無人搬送装置などを当社が製

造・販売し、また、道路橋、鉄道橋、水門などを当社が製造・架設・販売しております。 

③建設機械事業 

杭打機、クローラクレーン、全回転チュービング装置、可搬式ディーゼル発電機、非常用発電装置などを当社が製

造・販売し、連結子会社重車輛工業㈱および持分法適用関連会社日泰サービス㈱が建設機械の販売・修理などを行っ

ております。 

④その他 

車両検修設備、リニア関連設備、営農プラント、製紙関連設備などの製造・販売および不動産の賃貸を当社が行

い、連結子会社日車ワシノ製鋼㈱が鋳鍛鋼品を製造・販売し、連結子会社㈱日車ビジネスアソシエイツが厚生業務・

ゴルフ場運営などを請負っております。 

  

 (注) 当連結会計年度においてセグメント情報の区分を変更しております。 

  

以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。 

 
  (注) → :製品、部品および役務提供の主な流れ   ☆:連結子会社 ※持分法適用関連会社  

  

  

  

  

  

  

２．企業集団の状況
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(1) 会社の経営の基本方針 

当社グループは産業の高度化と社会資本の充実に役立つ製品を提供し、より豊かな人間環境づくりをめざすことを

基本理念としております。また、株主・取引先・従業員・地域社会など関係するすべての人々の信頼と期待に応える

ために、事業を遂行するに当たり、絶えざる革新による新たな価値の創造に努めることを行動指針としております。

  

(2) 目標とする経営指標 

当社グループは、連結売上高経常利益率５％の安定的確保および持続的成長を中期の目標としております。 

   

(3) 中長期的な経営戦略および対処すべき課題 

当社グループは、デフレの長期化により厳しさを増す市場競争に打ち勝ち、安定した収益を確保できる体制を確立

することを経営課題として、下記５つの基本方針のもと、経営資源の一層の効率活用を図り、持続的な成長基盤の構

築に取り組んでまいります。 

また、親会社であるＪＲ東海との技術・人材交流を通じて相互補完・協力・連携関係を一層強化し、鉄道車両およ

び周辺分野での総合的な技術の磨き上げによるシナジー効果発揮を図ってまいります。 

  

①強みを発揮できる地域・製品カテゴリに絞り込んだ事業展開 

国内・北米・アジアをメインターゲットとしており、北米市場に新たに設立する鉄道車両組立工場（米国イリノイ

州、平成２４年の稼働開始予定）や、各エリアにおけるパートナー企業とともに、当社の強みを生かしたオンリーワ

ンの製品・サービスの開発・提供により、新たなビジネスチャンスに果敢に挑戦いたします。 

②親会社グループ推進事業への積極的参画 

親会社との協力関係緊密化により、グループ全体の企業価値向上に貢献すると共に、事業の育成に努めます。 

③技術製品開発の推進 

北米・アジア向け鉄道車両や建設機械などの製品開発を進めるとともに、技術開発体制の強化を図ります。 

④人材の育成強化 

経営幹部、事業展開の要となる技術開発・海外・管理業務等要員の教育・育成を制度的に充実させ、重点分野への

人員シフトを進めます。 

⑤経営基盤の強化 

業務遂行の適正性を確保して社会的責任に応えるため、内部統制の充実、リスク管理体制の整備、コンプライアン

ス体制の強化に、引き続き注力いたします。 

３．経営方針
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,745 2,147

受取手形及び売掛金 25,755 22,125

商品及び製品 1,641 1,934

半製品 1,265 1,213

仕掛品 29,113 21,325

原材料及び貯蔵品 1,477 1,222

繰延税金資産 1,877 1,504

短期貸付金 － 9,374

その他 665 938

貸倒引当金 △125 △87

流動資産合計 63,414 61,697

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 7,797 7,515

機械装置及び運搬具（純額） 4,660 4,549

土地 16,734 16,728

リース資産（純額） 1,253 1,372

建設仮勘定 204 256

その他（純額） 560 632

有形固定資産合計 31,210 31,055

無形固定資産 211 377

投資その他の資産   

投資有価証券 14,814 13,268

繰延税金資産 107 108

その他 1,445 3,574

貸倒引当金 △81 △45

投資その他の資産合計 16,286 16,905

固定資産合計 47,708 48,338

資産合計 111,123 110,036
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 17,162 17,604

短期借入金 2,616 470

1年内償還予定の社債 6,000 －

未払法人税等 1,314 2,192

前受金 5,367 8,564

繰延税金負債 0 －

賞与引当金 1,614 1,687

工事損失引当金 1,371 9

その他 5,878 6,540

流動負債合計 41,325 37,069

固定負債   

社債 10,000 10,000

長期借入金 112 87

リース債務 1,867 2,162

繰延税金負債 4,793 3,786

退職給付引当金 520 272

環境対策引当金 238 334

石綿健康被害補償引当金 32 18

長期預り保証金 4,161 3,871

その他 457 2,767

固定負債合計 22,185 23,300

負債合計 63,510 60,369

純資産の部   

株主資本   

資本金 11,810 11,810

資本剰余金 12,044 12,045

利益剰余金 20,927 23,908

自己株式 △463 △479

株主資本合計 44,320 47,285

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 3,213 2,303

繰延ヘッジ損益 0 △3

その他の包括利益累計額合計 3,214 2,300

少数株主持分 78 80

純資産合計 47,613 49,666

負債純資産合計 111,123 110,036
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
（連結損益計算書） 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

売上高 98,593 94,842

売上原価 85,116 80,926

売上総利益 13,477 13,915

販売費及び一般管理費 5,862 6,051

営業利益 7,615 7,864

営業外収益   

受取利息 8 31

受取配当金 204 221

持分法による投資利益 21 17

受取賃貸料 33 33

受取保険金 92 58

その他 174 86

営業外収益合計 535 450

営業外費用   

支払利息 367 259

減価償却費 36 31

支払保証料 72 58

その他 195 107

営業外費用合計 672 456

経常利益 7,478 7,858

特別利益   

固定資産売却益 36 9

投資有価証券売却益 39 8

貸倒引当金戻入額 － 40

保険差益 － 83

受取和解金 － 71

投資有価証券割当益 － 73

特別利益合計 75 285

特別損失   

固定資産除売却損 363 246

減損損失 273 271

固定資産圧縮損 － 60

投資有価証券売却損 2 2

投資有価証券評価損 90 298

ゴルフ会員権評価損 7 4

退職給付制度改定損 － 727

損害賠償金 350 －

環境対策引当金繰入額 85 96

特別損失合計 1,172 1,706

税金等調整前当期純利益 6,382 6,437

法人税、住民税及び事業税 1,279 2,756

法人税等調整額 1,313 △24

法人税等合計 2,592 2,732

少数株主損益調整前当期純利益 － 3,705

少数株主利益 2 2

当期純利益 3,787 3,703
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（連結包括利益計算書） 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 － 3,705

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 － △910

繰延ヘッジ損益 － △3

その他の包括利益合計 － ※2  △914

包括利益 － ※1  2,791

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 － 2,789

少数株主に係る包括利益 － 2
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（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 11,810 11,810

当期末残高 11,810 11,810

資本剰余金   

前期末残高 12,043 12,044

当期変動額   

自己株式の処分 0 0

当期変動額合計 0 0

当期末残高 12,044 12,045

利益剰余金   

前期末残高 17,863 20,927

当期変動額   

剰余金の配当 △722 △722

当期純利益 3,787 3,703

当期変動額合計 3,064 2,980

当期末残高 20,927 23,908

自己株式   

前期末残高 △455 △463

当期変動額   

自己株式の取得 △9 △17

自己株式の処分 1 1

当期変動額合計 △7 △16

当期末残高 △463 △479

株主資本合計   

前期末残高 41,262 44,320

当期変動額   

剰余金の配当 △722 △722

当期純利益 3,787 3,703

自己株式の取得 △9 △17

自己株式の処分 2 2

当期変動額合計 3,057 2,965

当期末残高 44,320 47,285
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 2,438 3,213

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 775 △910

当期変動額合計 775 △910

当期末残高 3,213 2,303

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 7 0

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △6 △3

当期変動額合計 △6 △3

当期末残高 0 △3

その他の包括利益累計額合計   

前期末残高 2,445 3,214

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 768 △914

当期変動額合計 768 △914

当期末残高 3,214 2,300

少数株主持分   

前期末残高 76 78

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 2 2

当期変動額合計 2 2

当期末残高 78 80

純資産合計   

前期末残高 43,784 47,613

当期変動額   

剰余金の配当 △722 △722

当期純利益 3,787 3,703

自己株式の取得 △9 △17

自己株式の処分 2 2

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 770 △912

当期変動額合計 3,828 2,053

当期末残高 47,613 49,666

日本車輌製造㈱（7102）平成23年３月期決算短信

- 12 -



（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 6,382 6,437

減価償却費 2,701 2,698

減損損失 273 271

貸倒引当金の増減額（△は減少） △160 △74

賞与引当金の増減額（△は減少） 144 72

工事損失引当金の増減額（△は減少） 259 △1,361

退職給付引当金の増減額（△は減少） 31 △248

環境対策引当金の増減額（△は減少） 85 96

石綿健康被害補償引当金の増減額（△は減少） △718 △14

受取利息及び受取配当金 △213 △253

受取保険金 △92 △58

受取和解金 － △71

支払利息 367 259

持分法による投資損益（△は益） △21 △17

投資有価証券売却損益（△は益） △36 △5

投資有価証券評価損益（△は益） 90 298

投資有価証券割当益 － △73

固定資産圧縮損 － 60

有形固定資産除売却損益（△は益） 153 73

保険差益 － △83

損害賠償損失 350 －

売上債権の増減額（△は増加） △4,551 3,630

たな卸資産の増減額（△は増加） 8,402 7,800

仕入債務の増減額（△は減少） △2,352 442

前受金の増減額（△は減少） △9,089 3,196

前払年金費用の増減額（△は増加） － △1,962

その他 1,856 2,028

小計 3,860 23,142

利息及び配当金の受取額 211 250

利息の支払額 △373 △283

保険金の受取額 92 125

和解金の受取額 － 71

損害賠償金の支払額 △350 －

法人税等の支払額 △99 △1,859

法人税等の還付額 101 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,444 21,447

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 － △100

有形固定資産の取得による支出 △3,451 △2,337

有形固定資産の売却による収入 63 25

投資有価証券の取得による支出 △402 △264

投資有価証券の売却による収入 47 99

その他 △50 △201

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,793 △2,778
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △3,343 △2,146

長期借入金の返済による支出 △4,349 △25

社債の償還による支出 △3,000 △6,000

配当金の支払額 △722 △723

その他 △155 △95

財務活動によるキャッシュ・フロー △11,571 △8,990

現金及び現金同等物に係る換算差額 0 △3

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △11,920 9,674

現金及び現金同等物の期首残高 13,665 1,745

現金及び現金同等物の期末残高 1,745 11,419
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該当事項はありません。 

  

  

  

（５）継続企業の前提に関する注記

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社の数          ４社 

連結子会社の名称 

㈱日車エンジニアリング、重車輛工業㈱、日車ワ

シノ製鋼㈱、㈱日車ビジネスアソシエイツ 

１．連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社の数          ４社 

連結子会社の名称 

㈱日車エンジニアリング、重車輛工業㈱、日車ワ

シノ製鋼㈱、㈱日車ビジネスアソシエイツ 

(2) 主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社 

NIPPON SHARYO U.S.A.,Inc. 

(2) 主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社 

NIPPON SHARYO U.S.A.,Inc. 

（連結の範囲から除いた理由） 

非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の

総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）お

よび利益剰余金（持分に見合う額）等が、いずれも

連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためで

あります。 

（連結の範囲から除いた理由） 

同左 

２．持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法適用の非連結子会社数    ０社 

２．持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法適用の非連結子会社数    ０社 

(2) 持分法適用の関連会社数      １社 

会社名 

日泰サービス㈱ 

(2) 持分法適用の関連会社数      １社 

会社名 

日泰サービス㈱ 

(3) 持分法を適用しない非連結子会社又は関連会社 

主要な会社名 

NIPPON SHARYO U.S.A.,Inc. 

（持分法を適用していない理由） 

持分法を適用していない非連結子会社または関連

会社は、いずれも小規模であり、合計の当期純損益

（持分に見合う額）および利益剰余金（持分に見合

う額）等が、いずれも連結財務諸表に重要な影響を

及ぼさないため、持分法の適用範囲から除いており

ます。 

(3) 持分法を適用しない非連結子会社又は関連会社 

主要な会社名 

NIPPON SHARYO U.S.A.,Inc. 

（持分法を適用していない理由） 

同左 

(4) 持分法の適用の手続について特に記載すべき事項 

持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異な

る会社については、当該会社の事業年度に係る財務諸

表を使用しております。 

(4) 持分法の適用の手続について特に記載すべき事項 

同左 

  （会計方針の変更） 

当連結会計年度より、「持分法に関する会計基

準」（企業会計基準第16号 平成20年３月10日公表

分）および「持分法適用関連会社の会計処理に関す

る当面の取扱い」（実務対応報告第24号 平成20年

３月10日）を適用しております。 

これによる損益に与える影響はありません。 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しておりま

す。 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

同左 
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前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

ａ 時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定） 

４．会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

ａ 時価のあるもの 

同左 

ｂ 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

ｂ 時価のないもの 

同左 

② たな卸資産 

ａ 商品及び製品、仕掛品 

主として個別法による原価法（貸借対照表価額

は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定） 

② たな卸資産 

ａ 商品及び製品、仕掛品 

同左 

ｂ 半製品、原材料及び貯蔵品 

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定） 

ｂ 半製品、原材料及び貯蔵品 

同左 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

ａ 建物（建物附属設備を除く） 

定額法 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

ａ 建物（建物附属設備を除く） 

同左 

ｂ その他の有形固定資産 

主として定率法 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物及び構築物 10～60年

機械装置及び運搬具 ６～17年

ｂ その他の有形固定資産 

同左 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法 

ただし、ソフトウェア（自社利用分）について

は、社内における利用可能期間（５年）に基づいて

おります。 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

③ リース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価

保証の取決めがあるものは当該保証額）とする定額

法 

③ リース資産 

同左 
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前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率等により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

② 賞与引当金 

従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額に基

づき計上しております。 

② 賞与引当金 

同左 

③ 工事損失引当金 

受注工事に係る将来の損失に備えるため、当連結

会計年度末における未引渡し工事のうち、損失の発

生が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積もる

ことが可能な工事について、その損失見込額を計上

しております。 

③ 工事損失引当金 

同左 

④ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度

末における退職給付債務および年金資産の見込額に

基づき、当連結会計年度末において発生していると

認められる額を計上しております。 

会計基準変更時差異（ 百万円）は、15年に

よる按分額を費用処理しております。 

数理計算上の差異は、それぞれの発生時の従業員

の平均残存勤務期間（15年）を処理年数とする定額

法により、翌連結会計年度から費用処理しておりま

す。 

4,250

④ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度

末における退職給付債務および年金資産の見込額に

基づき、当連結会計年度末において発生していると

認められる額を計上しております。なお、年金資産

の額が、退職給付債務に会計基準変更時差異の未処

理額、未認識過去勤務債務および未認識数理計算上

の差異を加減した額を超過している場合には、前払

年金費用として「投資その他の資産」の「その他」

に含めて計上しております。 

会計基準変更時差異は、15年による按分額を費用

処理しております。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存

勤務期間（15年）による定額法により費用処理して

おります。 

数理計算上の差異は、それぞれの発生時の従業員

の平均残存勤務期間（15年）を処理年数とする定額

法により、翌連結会計年度から費用処理しておりま

す。 

（会計方針の変更） 

当連結会計年度より、「「退職給付に係る会計基

準」の一部改正（その３）」（企業会計基準第19号

平成20年７月31日）を適用しております。 

なお、これによる営業利益、経常利益および税金

等調整前当期純利益に与える影響はありません。 

（追加情報） 

当社および一部の連結子会社は、平成23年４月１

日より税制適格退職年金および退職一時金による退

職金制度から確定給付企業年金、確定拠出年金なら

びに退職一時金による退職金制度へ移行し、「退職

給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計

基準適用指針第１号 平成14年１月31日）を適用し

ております。 

本移行に伴う影響額は、退職給付制度改定損とし

て特別損失に 百万円計上しております。 727
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前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

⑤ 環境対策引当金 

保管するＰＣＢ廃棄物について、日本環境安全事

業株式会社から公表されている処理単価等に基づき

算出した処理費用見込額を計上しております。 

⑤ 環境対策引当金 

同左 

⑥ 石綿健康被害補償引当金 

石綿健康被害者の元従業員に対して、発生すると

見込まれる補償額を計上しております。 

⑥ 石綿健康被害補償引当金 

同左 

(4) 重要な収益及び費用の計上基準 

完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

ａ 当連結会計年度末までの進捗部分について成果

の確実性が認められる工事 

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比

例法） 

ｂ その他の工事 

工事完成基準 

（会計方針の変更） 

請負工事に係る収益の計上基準については、従

来、工事完成基準を適用しておりましたが、当連結

会計年度より、「工事契約に関する会計基準」（企

業会計基準第15号 平成19年12月27日）および「工

事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第18号 平成19年12月27日）を適用し、

当連結会計年度に着手した工事契約から、当連結会

計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認

められる工事については工事進行基準（工事の進捗

率の見積りは原価比例法）を、その他の工事につい

ては工事完成基準を適用しております。 

これにより、売上高は 百万円増加し、営業

利益、経常利益および税金等調整前当期純利益は、

それぞれ 百万円増加しております。 

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所

に記載しております。 

1,133

177

(4) 重要な収益及び費用の計上基準 

完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

ａ 当連結会計年度末までの進捗部分について成果

の確実性が認められる工事 

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比

例法） 

ｂ その他の工事 

工事完成基準  

(5) 重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジ処理によっております。 

なお、振当処理の要件を満たしている為替予約に

ついては振当処理に、特例処理の要件を満たしてい

る金利スワップについては、特例処理によっており

ます。 

(5) 重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 
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前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

（通貨関連） 

ヘッジ手段…為替予約 

ヘッジ対象…外貨建債権債務および外貨建予定取引

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

（通貨関連） 

同左 

（金利関連） 

ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…借入金および社債の支払金利 

（金利関連） 

同左 

③ ヘッジ方針 

内部規定に基づき、為替変動リスクおよび金利変

動リスクをヘッジしております。 

③ ヘッジ方針 

同左 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象とヘッジ手段について、相場変動額ま

たはキャッシュ・フロー変動額を、ヘッジ期間全体

にわたり比較し、有効性を評価しております。ただ

し、特例処理によっている金利スワップについて

は、有効性の評価を省略しております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

―――――― (6) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金および容易に換

金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３か月以内に償還期限の到

来する短期投資からなっております。 

(7) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式 

(7) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

全面時価評価法を採用しております。 

―――――― 

６．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金および容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３か月以内に償還期限の到来する

短期投資からなっております。 

―――――― 

（７）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

―――――― （資産除去債務に関する会計基準の適用） 

当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基

準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）および

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用しており

ます。 

これによる損益に与える影響はありません。 
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表示方法の変更

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

―――――― （連結貸借対照表） 

１．前連結会計年度まで区分掲記しておりました流動負債

の「繰延税金負債」（当連結会計年度末の残高は 百万

円）は、当連結会計年度より流動負債の「その他」に含

めております。 

  

0

（連結損益計算書） 

１．前連結会計年度において、営業外収益の「その他」に

含めておりました「受取保険金」は、営業外収益の総額

の100分の10を超えたため、当連結会計年度では区分掲

記しております。なお、前連結会計年度の営業外収益の

「その他」に含まれる「受取保険金」は 百万円であり

ます。 

２．前連結会計年度において、営業外費用の「その他」に

含めておりました「支払保証料」は、営業外費用の総額

の100分の10を超えたため、当連結会計年度では区分掲

記しております。なお、前連結会計年度の営業外費用の

「その他」に含まれる「支払保証料」は 百万円であり

ます。 

  

24

73

（連結損益計算書） 

１．当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づ

き、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規

則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 

内閣府令第５号）を適用し、「少数株主損益調整前当期

純利益」の科目で表示しております。 

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

１．前連結会計年度において、「営業活動によるキャッシ

ュ・フロー」の「その他」に含めておりました「退職給

付引当金の増減額」は重要性が増加したため、当連結会

計年度から区分掲記しております。なお、前連結会計年

度の「その他」に含まれる「退職給付引当金の増減額」

は 百万円であります。 

２．前連結会計年度において、「営業活動によるキャッシ

ュ・フロー」の「その他」に含めておりました「受取保

険金」について、当連結会計年度では区分掲記しており

ます。なお、前連結会計年度の「その他」に含まれる

「受取保険金」は 百万円であります。 

３．前連結会計年度において、「営業活動によるキャッシ

ュ・フロー」の「その他」に含めておりました「損害賠

償損失」について、当連結会計年度では区分掲記してお

ります。なお、前連結会計年度の「その他」に含まれる

「損害賠償損失」は 百万円であります。 

４．前連結会計年度まで区分掲記しておりました「財務活

動によるキャッシュ・フロー」の「自己株式の取得によ

る支出」は重要性が乏しくなったため、当連結会計年度

より、「その他」に含めております。なお、当連結会計

年度の「その他」に含まれる「自己株式の取得による支

出」は 百万円であります。 

0

24

203

9

―――――― 
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当連結会計年度（自平成22年４月１日 至平成23年３月31日） 

※１．当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益 

  

※２．当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益 

  

追加情報

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

―――――― 当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適用し

ております。ただし、「その他の包括利益累計額」および

「その他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度の金額

は、「評価・換算差額等」および「評価・換算差額等合

計」の金額を記載しております。 

（８）連結財務諸表に関する注記事項

（連結包括利益計算書関係）

親会社株主に係る包括利益 4,555百万円

少数株主に係る包括利益 2百万円

計 4,558百万円

その他有価証券評価差額金 775百万円

繰延ヘッジ損益 △6百万円

計 768百万円
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前連結会計年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日） 

（注）１．事業区分は、製品の種類、製造方法および販売市場の類似性により区分しております。 

２．各事業区分に属する主要な製品の名称 

３．「消去又は全社」に含めた金額および主な内容は以下のとおり。 

４．会計方針の変更 

（前連結会計年度） 

工事契約に関する会計基準 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当連結会計年度より「工事契約

に関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）および「工事契約に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を適用しております。この変更に伴い、従

来の方法によった場合に比べて、売上高は「鉄構事業」で 百万円増加し、営業利益は「鉄構事業」

で 百万円増加しております。 

  

（セグメント情報等）

ａ．事業の種類別セグメント情報

  

鉄道車両・
輸送用機器
事業 
（百万円） 

建設機械事業
（百万円） 

鉄構事業
（百万円） 

その他事業
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益    

売上高    

(1）外部顧客に対する売上高  65,527  14,461  10,048  8,556  98,593  －  98,593

(2）セグメント間の内部売上高又は

振替高 
 505  3  －  871  1,379  (1,379)  －

計  66,032  14,464  10,048  9,427  99,973  (1,379)  98,593

営業費用  58,225  12,845  9,491  9,310  89,873  1,105  90,978

営業利益  7,806  1,619  557  116  10,100  (2,485)  7,615

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的支出    

資産  50,099  18,701  19,234  7,355  95,392  15,731  111,123

減価償却費  1,242  623  382  154  2,403  297  2,701

減損損失  －  －  －  270  270  2  273

資本的支出  1,511  983  253  59  2,807  228  3,036

事業区分 主要製品 

鉄道車両・輸送用機器事業 

電車、気動車、客車、リニアモーターカー、貨車、機関車、保線機械、車

両部品、タンクローリ、タンクトレーラ、貯槽、大型陸上車両、コンテ

ナ、新交通システム、無人搬送装置 

建設機械事業 

杭打機、クローラクレーン、油圧ハンマ、全回転チュービング装置、その

他基礎工事関連製品、可搬式ディーゼル発電機、非常用発電装置、各種電

機関連製品 

鉄構事業 道路橋、鉄道橋、水門 

その他事業 
車両検修設備、営農プラント、製紙関連設備、不動産賃貸、鋳鋼品、鍛造

品、ゴルフ場経営 

  
前連結会計年度 

（百万円） 
主な内容 

消去又は全社の項目に含めた

配賦不能営業費用の金額 
 2,579 提出会社の本社管理部門に係る費用 

消去又は全社の項目に含めた

全社資産の金額 
 16,756

提出会社における余資運用資金（現預金）、長期投資

資金（投資有価証券）および管理部門に係る資産等 

1,133

177
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前連結会計年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日） 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

  

前連結会計年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日） 

（注）１．国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。 

２．各区分に属する主な国又は地域は以下のとおり。 

(1) 北米 …… 米国 

(2) アジア … 台湾、韓国 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

ｂ．所在地別セグメント情報

ｃ．海外売上高

  北米 アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円）  791  9,731  6,416  16,939

Ⅱ 連結売上高（百万円）            98,593

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高

の割合（％） 
 0.8  9.9  6.5  17.2
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１．報告セグメントの概要 

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取

締役会が、経営資源の配分の決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであ

ります。 

当社グループは、製品・サービス別を基本とした事業本部制を採用しており、各事業本部は、取り扱う製品・

サービスについて包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。 

したがって、当社グループは、事業本部を基礎とした製品・サービス別のセグメントから構成されており、

「鉄道車両事業」、「輸送用機器・鉄構事業」および「建設機械事業」の３つを報告セグメントとしておりま

す。 

「鉄道車両事業」は、電車、気動車など鉄道車両の製造・販売を行っております。「輸送用機器・鉄構事業」

は、貨車、タンクローリ、大型陸上車両など輸送用機器の製造・販売および道路橋、鉄道橋などの製造・架設・

販売を行っております。「建設機械事業」は、杭打機、クローラクレーン、全回転チュービング装置、可搬式デ

ィーゼル発電機、非常用発電装置などの製造・販売を行っております。 

  

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

当連結会計年度（自平成22年４月１日 至平成23年３月31日） 

（単位：百万円）

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメント等であり、車両検修設備、営農プ

ラント、製紙関連設備などの製造・販売、鋳鍛製品の製造・販売、不動産賃貸、ゴルフ場経営などを含

んでおります。 

２．調整額は、以下のとおりであります。 

(1) セグメント利益の調整額には、全社費用 百万円、セグメント間取引消去 百万円、および棚卸

資産の調整額 百万円などが含まれております。なお、全社費用は、主に報告セグメントに帰属し

ない一般管理費であります。 

(2) セグメント資産の調整額には、全社資産 百万円、セグメント間取引に係る債権の相殺消去

百万円、棚卸資産の調整額 百万円などが含まれております。なお、全社資産は、主に報告

セグメントに帰属しない短期貸付金、投資有価証券であります。 

３．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。 

  

（追加情報） 

当連結会計年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月27

日）および「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年

３月21日）を適用しております。 

  

ｄ．セグメント情報

  

報告セグメント
その他

（注）1 
合計

調整額 
（注）２ 

連結財務

諸表計上額 
（注）３ 

鉄道車両 
事業 

輸送用機器

・鉄構事業 
建設機械

事業 

売上高               

外部顧客への売上高  49,951  22,730  14,014  8,145  94,842  －  94,842

セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 143  －  159  717  1,020  △1,020  －

計  50,094  22,730  14,174  8,863  95,862  △1,020  94,842

セグメント利益  6,269  863  1,478  156  8,768  △903  7,864

セグメント資産  39,001  20,849  18,759  5,415  84,027  26,009  110,036

その他の項目               

減価償却費  1,070  672  564  73  2,381  317    2,698

有形固定資産及び無形固定

資産の増加額 
 1,638  426  654  74  2,793  414  3,208

△888 9

△33

26,324

△247 △85
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（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

該当事項はありません。 

  

  

連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、リース取引、関

連当事者情報、税効果会計、金融商品、有価証券、デリバティブ取引、退職給付に関する注記事項については、決算

短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略します。 

  

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

１株当たり純資産額 円329.00 １株当たり純資産額 円343.29

１株当たり当期純利益金額 円26.21 １株当たり当期純利益金額 円25.63

  
前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

当期純利益（百万円）  3,787  3,703

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（百万円）  3,787  3,703

期中平均株式数（千株）  144,486  144,460

（重要な後発事象）

（開示の省略）
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５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 647 894

受取手形 3,227 4,209

売掛金 21,590 17,112

商品及び製品 1,527 1,743

半製品 1,265 1,213

仕掛品 29,038 21,237

原材料及び貯蔵品 1,381 1,128

前渡金 69 199

前払費用 64 59

繰延税金資産 1,777 1,395

短期貸付金 － 9,374

その他 250 341

貸倒引当金 △72 △35

流動資産合計 60,769 58,874

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 7,015 6,811

構築物（純額） 738 666

機械及び装置（純額） 4,410 4,320

車両運搬具（純額） 147 149

工具、器具及び備品（純額） 531 609

土地 16,944 16,939

建設仮勘定 204 256

その他（純額） 104 68

有形固定資産合計 30,096 29,821

無形固定資産   

特許権 1 0

借地権 2 2

ソフトウエア 131 292

施設利用権 57 54

その他 15 21

無形固定資産合計 209 371

投資その他の資産   

投資有価証券 13,591 11,767

関係会社株式 1,323 1,584

出資金 4 4

関係会社出資金 18 18

従業員に対する長期貸付金 0 0

破産更生債権等 27 6

長期前払費用 3 2

前払年金費用 － 1,962

その他 580 567

貸倒引当金 △71 △43

投資その他の資産合計 15,478 15,870

固定資産合計 45,783 46,063

資産合計 106,552 104,938
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（単位：百万円）

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形 1,959 1,722

買掛金 14,870 15,501

短期借入金 2,146 －

1年内償還予定の社債 6,000 －

未払金 2,617 3,416

未払費用 2,375 1,901

未払法人税等 1,298 2,143

前受金 5,026 8,280

預り金 70 72

前受収益 10 8

賞与引当金 1,452 1,541

工事損失引当金 1,371 9

その他 242 380

流動負債合計 39,441 34,977

固定負債   

社債 10,000 10,000

繰延税金負債 4,879 3,878

退職給付引当金 146 －

環境対策引当金 205 283

石綿健康被害補償引当金 32 18

長期預り保証金 4,167 3,877

長期未払金 － 2,400

その他 243 29

固定負債合計 19,674 20,486

負債合計 59,116 55,464

純資産の部   

株主資本   

資本金 11,810 11,810

資本剰余金   

資本準備金 12,038 12,038

その他資本剰余金 6 7

資本剰余金合計 12,044 12,045

利益剰余金   

利益準備金 2,474 2,474

その他利益剰余金   

資産圧縮積立金 2,555 2,527

別途積立金 10,080 10,080

繰越利益剰余金 5,717 8,712

利益剰余金合計 20,828 23,795

自己株式 △461 △477

株主資本合計 44,222 47,173

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 3,213 2,303

繰延ヘッジ損益 0 △3

評価・換算差額等合計 3,214 2,300

純資産合計 47,436 49,473

負債純資産合計 106,552 104,938
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（２）損益計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

売上高 96,295 92,772

売上原価   

商品期首たな卸高 288 73

製品期首たな卸高 1,602 1,454

当期商品仕入高 4,773 4,965

他勘定受入高 73 89

当期製品製造原価 77,844 75,612

合計 84,582 82,195

他勘定振替高 685 231

商品期末たな卸高 73 265

製品期末たな卸高 1,454 1,478

工事損失引当金繰入額 259 △1,361

売上原価合計 82,628 78,858

売上総利益 13,666 13,913

販売費及び一般管理費   

販売費 3,561 3,491

一般管理費 2,433 2,711

販売費及び一般管理費合計 5,994 6,203

営業利益 7,672 7,710

営業外収益   

受取利息 7 29

受取配当金 212 229

受取賃貸料 109 108

受取保険金 92 58

その他 130 60

営業外収益合計 552 487

営業外費用   

支払利息 70 0

社債利息 284 245

減価償却費 36 31

支払保証料 72 58

その他 190 106

営業外費用合計 654 441

経常利益 7,569 7,756
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

特別利益   

固定資産売却益 7 8

投資有価証券売却益 － 8

関係会社株式売却益 39 －

貸倒引当金戻入額 － 36

保険差益 － 83

受取和解金 － 71

投資有価証券割当益 － 73

特別利益合計 46 281

特別損失   

固定資産除売却損 361 245

減損損失 58 271

固定資産圧縮損 － 60

投資有価証券売却損 2 2

投資有価証券評価損 90 298

ゴルフ会員権評価損 7 4

退職給付制度改定損 － 700

損害賠償金 350 －

環境対策引当金繰入額 85 78

特別損失合計 955 1,661

税引前当期純利益 6,661 6,376

法人税、住民税及び事業税 1,258 2,697

法人税等調整額 1,371 △10

法人税等合計 2,629 2,687

当期純利益 4,031 3,689
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 11,810 11,810

当期末残高 11,810 11,810

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 12,038 12,038

当期末残高 12,038 12,038

その他資本剰余金   

前期末残高 5 6

当期変動額   

自己株式の処分 1 0

当期変動額合計 1 0

当期末残高 6 7

資本剰余金合計   

前期末残高 12,043 12,044

当期変動額   

自己株式の処分 1 0

当期変動額合計 1 0

当期末残高 12,044 12,045

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 2,474 2,474

当期末残高 2,474 2,474

その他利益剰余金   

資産圧縮積立金   

前期末残高 2,587 2,555

当期変動額   

資産圧縮積立金の取崩 △31 △28

当期変動額合計 △31 △28

当期末残高 2,555 2,527

別途積立金   

前期末残高 10,080 10,080

当期末残高 10,080 10,080

繰越利益剰余金   

前期末残高 2,377 5,717

当期変動額   

資産圧縮積立金の取崩 31 28

剰余金の配当 △722 △722

当期純利益 4,031 3,689

当期変動額合計 3,340 2,995

当期末残高 5,717 8,712
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

利益剰余金合計   

前期末残高 17,519 20,828

当期変動額   

剰余金の配当 △722 △722

当期純利益 4,031 3,689

当期変動額合計 3,309 2,966

当期末残高 20,828 23,795

自己株式   

前期末残高 △453 △461

当期変動額   

自己株式の取得 △9 △17

自己株式の処分 0 1

当期変動額合計 △8 △16

当期末残高 △461 △477

株主資本合計   

前期末残高 40,920 44,222

当期変動額   

剰余金の配当 △722 △722

当期純利益 4,031 3,689

自己株式の取得 △9 △17

自己株式の処分 1 2

当期変動額合計 3,301 2,951

当期末残高 44,222 47,173

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 2,438 3,213

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 775 △910

当期変動額合計 775 △910

当期末残高 3,213 2,303

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 7 0

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △6 △3

当期変動額合計 △6 △3

当期末残高 0 △3

評価・換算差額等合計   

前期末残高 2,445 3,214

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 768 △914

当期変動額合計 768 △914

当期末残高 3,214 2,300
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

純資産合計   

前期末残高 43,366 47,436

当期変動額   

剰余金の配当 △722 △722

当期純利益 4,031 3,689

自己株式の取得 △9 △17

自己株式の処分 1 2

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 768 △914

当期変動額合計 4,070 2,037

当期末残高 47,436 49,473
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該当事項はありません。 

  

（４）継続企業の前提に関する注記

日本車輌製造㈱（7102）平成23年３月期決算短信

- 33 -



(1）生産、受注および販売の状況 

①生産実績 

  

②受注状況 

 . 

③販売状況 

  

（注）当連結会計年度からセグメント情報の区分を変更したため、前連結会計年度分を変更後の区分に組み替えて表

示しております。 

  

６．その他

事 業 区 分 

前連結会計年度 

（平成21.4.1～平成22.3.31） 

当連結会計年度 

（平成22.4.1～平成23.3.31） 

金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％） 

鉄 道 車 両  49,605  54.9  48,097  57.0

輸送用機器・鉄構  19,648  21.8  16,135  19.1

建 設 機 械  12,416  13.7  12,966  15.4

そ  の  他    8,678  9.6    7,190    8.5

合     計  90,349  100.0  84,389  100.0

事 業 区 分 

前連結会計年度 

（平成21.4.1～平成22.3.31）  

当連結会計年度 

（平成22.4.1～平成23.3.31）  

金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％） 

受 

注 

高 

鉄 道 車 両  22,304  39.1  64,252  63.7

輸送用機器・鉄構    17,091  29.9    15,477  15.4

建 設 機 械    8,665  15.2    13,054  12.9

そ  の  他    9,048  15.8    8,033  8.0

 合     計  57,109  100.0  100,818  100.0

受 

注 

残 

高 

鉄 道 車 両  96,635  76.8  110,936  84.2

輸送用機器・鉄構    22,391  17.8    15,137  11.5

建 設 機 械  2,806  2.2  1,846  1.4

そ  の  他    3,984  3.2    3,872  2.9

 合     計  125,817  100.0  131,793  100.0

事 業 区 分 

前連結会計年度 

（平成21.4.1～平成22.3.31） 

当連結会計年度 

（平成22.4.1～平成23.3.31） 

金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％） 

鉄 道 車 両 
 

  ( )  

56,426

14,746
 57.2

 

  ( )  

49,951

357
 52.7

輸送用機器・鉄構 
 

  ( )  

19,149

－
 19.4

 

  ( )  

22,730

－
 23.9

建 設 機 械 
 

   ( ) 

14,461

2,192
 14.7

 

   ( ) 

14,014

2,343
 14.8

そ  の  他 
   

    ( ) 

8,556

－
 8.7

   

    ( ) 

8,145

1
 8.6

合     計 

（うち輸出分） 

 

 ( )  

98,593

16,939

 

( ) 

100.0

17.2

 

 ( )  

94,842

2,701

 

( ) 

100.0

2.8
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